
パラスポーツにチャレンジ！
　5月22日㊌、市内本納小学校で、パラスポーツを体験する特別授業が
日本財団パラリンピックサポートセンター主催により行われました。
　車いすバスケットボール元日本代表の神

じん
保
ぼ
康
やす
広
ひろ
さんを講師に迎え、児

童たちは競技用の車いすに乗り試合に挑戦。慣れない車いすの操作に苦
戦しながらも、シュートを決めると体育館に大きな歓声が響きました。

【人口と世帯数】令和元年 6月1日現在
（うち外国人住民）
●総人口	89,402人（1,327人）
●　男	 44,234人（484人）
●　女	 45,168人（843人）
●世帯数	40,633世帯

※外国人住民の世帯を含む
【 5月中の動き】※外国人住民を含む
●転入	 314人	 ●転出	 268人
●出生	 44人	 ●死亡	 77人

も ば ら 2019（令和元年）
No.1061

7.1日号

◆国民健康保険税の納税通知書・決定通知書を7月中旬に送付します（Ｐ2）
◆65歳以上の皆さんへ　介護保険料のお知らせ（Ｐ3）
◆7月1日からコンビニ交付が始まりました！（Ｐ4）

主な内容

今月の日曜開庁 7月28日㊐ 8時30分〜
17時15分

市 民 課（ 2階）	 ☎（20）1502
市民税課（ 2階）	 ☎（20）1577
収 税 課（ 2階）	 ☎（20）1578
本納支所（ほのおか館内）	☎（34）2111

証明書等交付時間を延長 毎週水曜日 19時まで 市 民 課（ 2階）	 ☎（20）1502
※一部取り扱えない業務もありますので、詳しくはお問い合わせください。



　

皆
さ
ん
が
納
め
た
保
険
税
は
、

保
険
医
療
機
関
な
ど
へ
の
医
療
費

の
支
払
い
に
使
わ
れ
る
国
保
運
営

の
た
め
の
重
要
な
財
源
で
す
。
必

ず
納
期
限
ま
で
に
納
付
を
お
願
い

し
ま
す
。

通
知
書
の
内
容
を
必
ず

�

ご
確
認
く
だ
さ
い

　

窓
口
で
納
付
さ
れ
る
方
、
口
座

振
替
に
よ
り
納
付
さ
れ
る
方
に
は
、

納
税
通
知
書
を
送
付
し
ま
す
。

　

す
で
に
年
金
天
引
き
で
納
付
さ

れ
て
い
る
方
に
は
、
決
定
通
知
書

兼
特
別
徴
収
開
始
通
知
書
を
送
付

し
ま
す
。

保
険
税
の
税
率
等
を

�

改
定
し
ま
し
た

　

令
和
元
年
度
の
保
険
税
の
税
率

お
よ
び
国
の
法
令
改
正
に
合
わ
せ

課
税
限
度
額
を
改
定
し
ま
し
た
。

　

改
定
内
容
は
左
表
の
と
お
り
で

す
。

所
得
申
告
に
よ
り
国
保
税
が

�

軽
減
さ
れ
る
場
合
が
あ
り
ま
す

　

世
帯
内
の
被
保
険
者
全
員
と
世

帯
主
の
所
得
金
額
の
合
計
が
軽
減

基
準
額
以
下
の
場
合
、
均
等
割
額

お
よ
び
平
等
割
額
が
軽
減
さ
れ
ま

す
。
所
得
不
明
な
方
が
い
る
場
合

は
軽
減
の
対
象
と
な
り
ま
せ
ん
の

で
、
所
得
申
告
が
必
要
な
方
は
、

必
ず
申
告
し
て
く
だ
さ
い
。

　

ま
た
、
国
の
法
令
改
正
に
合
わ

せ
、
軽
減
判
定
所
得
の
基
準
額
が

左
表
の
と
お
り
引
き
上
げ
ら
れ
、

軽
減
さ
れ
る
世
帯
の
範
囲
が
拡
大

さ
れ
ま
し
た
。

特
例
対
象
被
保
険
者
等
の

�

負
担
軽
減
措
置
が
あ
り
ま
す

　

会
社
都
合
な
ど
、
特
定
の
理
由

で
離
職
さ
れ
た
方
は
、
左
表
の
要

件
に
該
当
す
る
場
合
、
保
険
税
が

軽
減
さ
れ
ま
す
の
で
、
必
ず
届
け

出
を
し
て
く
だ
さ
い
。

※�

平
成
30
年
３
月
31
日
か
ら
平
成

31
年
３
月
30
日
の
間
に
離
職
し
、

届
け
出
を
し
て
平
成
30
年
度
国

民
健
康
保
険
税
に
こ
の
軽
減
が

適
用
さ
れ
た
方
に
つ
い
て
は
、

令
和
元
年
度
分
も
自
動
的
に
軽

減
が
適
用
さ
れ
ま
す
。

旧
被
扶
養
者
の
減
免
期
間
の

�

見
直
し
に
つ
い
て

　

被
用
者
保
険
か
ら
後
期
高
齢
者

医
療
制
度
へ
移
行
し
た
方
に
扶
養

さ
れ
て
い
た
65
歳
以
上
の
方
（
旧

被
扶
養
者
）
に
つ
い
て
は
、
激
変

緩
和
措
置
と
し
て
、
当
分
の
間
、

保
険
税
負
担
軽
減
措
置
が
講
じ
ら

れ
て
い
ま
す
。

　

そ
の
中
で
、
令
和
元
年
度
か
ら
、

均
等
割
額
と
旧
被
扶
養
者
の
み
で

構
成
さ
れ
る
世
帯
の
平
等
割
額
の

減
免
期
間
が
見
直
さ
れ
、「
国
保

に
加
入
し
た
月
以
降
２
年
を
経
過

す
る
月
ま
で
の
間
」
に
限
り
適
用

さ
れ
る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

※�

今
回
の
見
直
し
は
、
す
で
に
国

保
に
加
入
し
て
い
る
旧
被
扶
養

者
の
方
も
対
象
と
な
り
ま
す
。

　

�（
平
成
29
年
４
月
以
前
に
国
保

に
加
入
さ
れ
て
い
る
場
合
、
平

成
31
年
４
月
以
降
の
軽
減
措
置

は
適
用
さ
れ
な
く
な
り
ま
す
。）

所得割 均等割
※一人あたり

平等割
※一世帯あたり 課税限度額

基礎分 7.7%
（7.8%）

20,000円
（21,000円）

21,000円
（22,000円）

61万円
（58万円）

支援金分 2.7% 10,000円 なし 19万円

介護分 2.1% 16,000円 なし 16万円
※（　　）内は平成30年度。
※所得割は、前年の所得から基礎控除33万円を引いた額に、各税率をかけて算出します。

軽減判定所得の基準額

５割軽減
33万円　　＋　　28万円

［平成30年度27.5万円］
×（被保険者　＋　特定同一世帯所属者数）

２割軽減
33万円　　＋　　51万円

［平成30年度50万円］
×（被保険者　＋　特定同一世帯所属者数）

※�特定同一世帯所属者とは：国民健康保険から後期高齢者
医療制度へ移行した方で、後期高齢者医療の被保険者と
なった後も継続して同一の世帯に属する方

該当要件

①離職日が平成30年３月31日以後であること。
②離職日において、65歳未満であること。
③「特定受給資格者」および「特定理由離職者」
（「雇用保険受給資格者証」の離職理由コードが
次のいずれかの番号）であること。
【11.12.21.22.23.31.32.33.34】

算出方法 対象者の前年所得のうち、給与所得を30/100
として算定

届出に必
要なもの 雇用保険受給資格者証（原本）

届出場所 国保年金課および本納支所

国民健康保険税の
納税通知書・決定通知書を
７月中旬に送付します

お
問
い
合
わ
せ
は
、

国
保
年
金
課
（
２
階
）

☎
⒇
１
５
０
３
、6
⒇
１
６
０
０
へ
。
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65歳以上の皆さんへ	
　介護保険料のお知らせ
　介護保険制度は、40歳以上の皆さんが保険加入者となって保険料を納め、介護が必要となったとき
には、費用の一部を支払ってサービスを利用できる制度です。
　介護保険制度を適正に運営するため、65歳以上の方の介護保険料は「どのようなサービスがどれだ
け利用されるか」、「どのような施設がどれだけ必要か」などを推計した「介護保険事業計画」に基づき
３年ごとに決定されます。
　市では、収入状況や世帯内の市民税課税状況に応じて、下表のとおり保険料の段階を設定しています。
　なお、10月以降に予定されている消費税率引き上げによる財源をもとに、第１段階から第３段階ま
での保険料を軽減しています。

令和元年度　介護保険料 基準額：年額60,000円

段階 対　象　者 割　合 保険料
（年額）

第１ 本
人
が
市
民
税
非
課
税

世帯全員が
市民税非課税

・生活保護受給者または老齢福祉年金受給者
・�前年の合計所得金額※と課税年金収入額の合計額が80万円
以下

基
　
　
　
　
　
準
　
　
　
　
　
額

×0.375 22,500円

第２

前年の合計所得金額※から公的年金等に係る
雑所得を控除した額と課税年金収入額の合計額

120万円以下 ×0.625 37,500円

第３ 120万円超 ×0.725 43,500円

第４ 世帯に市民税
課税者あり

80万円以下 ×0.9 54,000円

第５ 80万円超 ×1 60,000円

第６

本人が
市民税課税 前年の合計所得金額※

120万円未満 ×1.2 72,000円
第７ 200万円未満 ×1.3 78,000円
第８ 300万円未満 ×1.5 90,000円
第９ 300万円以上 ×1.7 102,000円
※�収入金額から必要経費に相当する金額を控除した金額のことで、扶養控除や医療費控除などの所得控除をする前の金
額。ただし、長期譲渡所得および短期譲渡所得に係る特別控除がある場合は、控除後の金額を用いる。

お問い合わせは、高齢者支援課（２階）
☎（20）１５７２、6（20）１６１０へ。

市では、広報紙の送付を希望される方に無料で郵送しています。
お問い合わせは、秘書広報課☎（20）1512、6（20）1601へ。お知らせ

①
年
金
天
引
き
さ
れ
る
方

　

保
険
料
の
年
額
を
年
６
回
に
分

け
て
、
受
給
し
て
い
る
年
金
か
ら

天
引
き
と
な
り
ま
す
。

　

７
月
中
旬
に
「
介
護
保
険
料
額

決
定
通
知
書
兼
特
別
徴
収
開
始
通

知
書
」
を
郵
送
し
ま
す
の
で
、
保

険
料
額
・
年
金
の
種
類
な
ど
の
記

載
内
容
を
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

②
そ
れ
以
外
の
方

　

７
月
中
旬
に
「
介
護
保
険
料
納

入
通
知
書
兼
領
収
書
（
納
付
書
）」

を
郵
送
し
ま
す
の
で
、
最
寄
り
の

金
融
機
関
な
ど
で
、
各
納
期
限
ま

で
に
納
付
し
て
く
だ
さ
い
。

　

口
座
振
替
を
お
申
し
込
み
の
方

は
、
指
定
の
口
座
、
納
付
方
法
に

よ
り
納
期
限
に
振
替
と
な
り
ま
す
。

◆
保
険
料
の
減
免
制
度

　

災
害
な
ど
に
よ
り
著
し
い
損
害

を
受
け
た
場
合
は
、
保
険
料
の
納

付
を
猶
予
し
た
り
、
減
免
し
た
り

す
る
制
度
が
あ
り
ま
す
。
詳
し
く

は
、
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

令
和
元
年
度
後
期
高
齢
者	

医
療
の
保
険
料
額
を	

７
月
中
旬
に
通
知

　

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
被
保

険
者
の
方
へ
、
保
険
料
額
の
決
定

通
知
を
送
付
し
ま
す
。

◆
年
金
天
引
き
さ
れ
て
い
る
方

　

こ
の
決
定
通
知
に
よ
り
確
定
し

た
保
険
料
額
か
ら
、
仮
徴
収
額
と

し
て
（
４
月
、
６
月
、
８
月
の
年

金
か
ら
）
納
付
し
た
額
を
差
し
引

い
た
残
り
の
保
険
料
額
を
３
回
に

分
け
て
、
10
月
、
12
月
、
翌
年
２

月
の
年
金
か
ら
天
引
き
し
ま
す
。

　

な
お
、
す
で
に
納
付
し
た
額
が

確
定
し
た
保
険
料
額
を
超
過
し
て

い
る
場
合
、
超
過
分
は
別
途
通
知

の
上
、
還
付
し
ま
す
。

◆
そ
れ
以
外
の
方

　

保
険
料
額
の
決
定
通
知
書
と
納

入
通
知
書
を
送
付
し
ま
す
。
金
融

機
関
な
ど
で
各
納
期
限
ま
で
に
納

付
し
て
く
だ
さ
い
。

　

口
座
振
替
を
お
申
し
込
み
の
方

は
、
指
定
の
口
座
、
納
付
方
法
に

よ
り
納
期
限
に
振
替
と
な
り
ま
す
。

お
問
い
合
わ
せ
は
、

国
保
年
金
課
（
２
階
）

☎
⒇
１
５
０
３
、6
⒇
１
６
０
０
へ
。

保
険
料
の
納
め
方
は

２
通
り
に
分
か
れ
ま
す
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対
　
　
象

　

昭
和
37
年
４
月
２
日
か
ら
昭
和

54
年
４
月
１
日
生
ま
れ
の
男
性

実
施
方
法

　

対
象
者
の
う
ち
、
今
年
度
は
昭

和
㊼
年
４
月
２
日
か
ら
昭
和
�
年

４
月
１
日
生
ま
れ
の
男
性
に
無
料

ク
ー
ポ
ン
券
を
発
送
し
ま
す
。

　

受
診
方
法
な
ど
、
詳
し
く
は
お

問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

※�

昭
和
37
年
４
月
２
日
か
ら
昭
和

47
年
４
月
１
日
生
ま
れ
の
方
で
、

検
査
を
希
望
す
る
方
は
、
個
別

に
発
送
し
ま
す
の
で
、
お
問
い

合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

お
問
い
合
わ
せ
は
、

健
康
管
理
課
（
２
階
）

☎
⒇
１
５
７
４
、6
⒇
１
６
０
０
へ
。

上
記
対
象
者
の
う
ち
、

平
成
26
年
４
月
以
降
に

風
し
ん
の
抗
体
検
査
を

受
診
し
た
方
へ

　

平
成
㉖
年
４
月
以
降
に
風
し

ん
の
抗
体
検
査
を
受
け
、
結
果

の
記
録
が
手
元
に
あ
る
方
は
、

窓
口
に
お
持
ち
く
だ
さ
い
。

　

検
査
結
果
を
判
定
し
、
必
要

な
方
に
予
防
接
種
予
診
票
を
送

付
し
ま
す
。

　
市
で
は
、
風
し
ん
の
流
行
を
防
ぐ
た
め
、
令
和
４
年
３
月
31
日
ま
で

の
３
年
間
、
風
し
ん
抗
体
検
査
・
予
防
接
種
を
無
料
で
実
施
し
ま
す
。

風
し
ん
抗
体
検
査
・
予
防
接
種
を

無
料
で
実
施
し
ま
す

７月１日からコンビニ交付が始まりました！
　市では、７月１日㊊から住民票の写しなどのコンビニ交付を開始しました。ぜひご利用ください。

◆対　　象　利用者証明用の電子証明書付きマイナンバーカードを持ち、暗証番号の照合が可能な茂原市民
◆利用できる店舗　�全国のセブンイレブン、ファミリーマート、ローソン、ミニストップなどキオスク端末

（マルチコピー機）が設置されている店舗
◆利用時間　６時30分～ 23時（12月29日～１月３日、システムのメンテナンス時は利用できません）
◆取得できる証明書と交付手数料

取得できる証明書 手数料 請求できる範囲 問い合わせ
住民票の写し（除票は除く。住民票コード、
マイナンバー記載不可） 300円 本人または同一世帯の人 市民課

印鑑登録証明書 300円 本人（茂原市に印鑑登録をしている人）市民課
所得課税証明書（最新年度のみ） 300円 本人 市民税課

※証明書は、偽造防止の処理が施されたＡ４サイズの普通紙で発行されます。
※市役所・本納支所窓口で印鑑登録証明書を請求する際は、今までどおり印鑑登録証が必要です。
※�手数料の免除規定に該当する方であっても、コンビニ交付では手数料がかかります。�
市役所・本納支所窓口での発行が対象となります。
※15歳未満の方、成年被後見人の方は利用できません。
※�暗証番号を一定回数以上間違えると、カードが利用できなくなります。
その場合は市役所で、暗証番号の再設定が必要となります。
※取得した証明書の交換や手数料の返金はできません。

　マイナンバーカードは、申請から取得まで約１カ月かかります。市民課
および本納支所で申請のお手伝いができますのでぜひご利用ください。

お問い合わせは、市民課（２階）　　☎（20）１５０２、6（20）１６００、 
　　　　　　　　市民税課（２階）　☎（20）１５７７、6（20）１６０９へ。

※�

本
事
業
は
「
国
の
風
し
ん
追
加

的
対
策
」
に
基
づ
く
も
の
で
す
。

※�

女
性
も
対
象
と
み
な
す
「
千
葉

県
風
し
ん
ワ
ク
チ
ン
接
種
費
用

助
成
事
業
」に
つ
い
て
は
、６
月

１
日
号
の
広
報
に
掲
載
し
て
い

ま
す
の
で
、
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

4広報もばら　2019.7.1



　

先
日
新
聞
に
、
船
橋
市
の
財
政

改
革
の
記
事
が
掲
載
さ
れ
て
い
ま

し
た
。
私
は
、「
何
？
船
橋
市
が

財
政
改
革
？
」と
驚
き
ま
し
た
が
、

読
ん
で
納
得
す
る
気
持
ち
に
な
り

ま
し
た
。

　

船
橋
市
は
、
財
政
上
国
か
ら
示

さ
れ
て
い
る
４
つ
の
指
標
で
は
県

内
で
も
最
上
位
に
位
置
し
、
実

質
公
債
費
比
率
は
マ
イ
ナ
ス
０
・

１
％
で
財
政
調
整
基
金
も
約
１
５

５
億
円
以
上
あ
り
、
県
内
で
は

ト
ッ
プ
ク
ラ
ス
の
優
良
中
核
都
市

で
す
。
し
か
し
、
そ
の
記
事
の
中

で
は
、
歳
入
の
柱
と
な
る
市
税
収

入
は
今
後
10
年
変
わ
ら
ず
推
移
す

る
が
、
今
の
ま
ま
の
更
新
作
業
や

扶
助
費
を
続
け
て
い
る
と
、
財
政

調
整
基
金
か
ら
年
間
30
億
～
50
億

の
繰
り
入
れ
が
必
要
で
、
現
状
の

ま
ま
だ
と
４
年
か
ら
５
年
の
間
に

財
政
調
整
基
金
は
枯
渇
し
て
し
ま

う
と
い
う
も
の
で
し
た
。
そ
の
た

め
、
体
力
の
あ
る
う
ち
に
再
度
財

政
計
画
を
見
直
し
、
事
業
仕
分
け

を
し
、
扶
助
費
の
増
額
に
は
そ
れ

相
応
の
市
民
の
負
担
の
増
額
を
検

討
し
て
い
く
と
記
事
に
は
あ
り
ま

し
た
。
優
良
都
市
と
思
わ
れ
た
船

橋
市
で
も
、
先
を
見
越
し
た
財
政

改
革
の
手
を
打
ち
出
し
た
の
か
と

あ
ら
た
め
て
警
鐘
を
鳴
ら
さ
れ
た

思
い
が
し
ま
す
。

　

こ
の
船
橋
市
の
例
を
見
て
も
、

税
収
を
考
慮
し
た
う
え
で
の
先
を

見
据
え
た
財
政
運
営
が
い
か
に
大

切
か
と
い
う
こ
と
を
あ
ら
た
め
て

感
じ
ま
す
。
茂
原
市
で
も
、
そ
の

時
々
の
事
情
は
あ
っ
た
に
せ
よ
、

も
う
少
し
何
ら
か
の
手
を
打
っ
て

お
い
て
い
て
く
れ
た
ら
、
現
在
の

よ
う
な
巨
額
の
債
務
を
抱
え
ず
に

済
ん
だ
の
で
は
な
い
か
と
恨
め
し

く
思
う
こ
と
も
あ
り
ま
す
。

　

茂
原
市
で
は
、
私
が
市
長
に
就

任
し
て
か
ら
の
こ
の
10
年
間
、
た

だ
た
だ
財
政
の
健
全
化
を
最
大
の

目
標
と
し
て
、
そ
の
中
で
将
来
を

見
据
え
た
諸
課
題
を
「
選
択
と
集

中
」
で
対
処
し
て
き
ま
し
た
。
一

方
に
お
い
て
、
巨
額
７
７
８
億
円

の
債
務
の
返
済
を
し
な
が
ら
で
し

た
の
で
、
市
民
の
要
望
に
な
か
な

か
応
え
ら
れ
な
い
こ
と
も
多
々

あ
っ
た
と
思
い
ま
す
。
そ
れ
で
も

い
ま
だ
に
５
７
７
億
円
も
の
債
務

を
抱
え
て
い
る
現
在
、
市
民
会
館

や
広
域
で
の
諸
問
題
を
ク
リ
ア
で

き
る
の
か
と
い
う
こ
と
は
、
こ
れ

は
非
常
に
大
き
な
悩
み
ど
こ
ろ
で

す
。

　

景
気
動
向
が
厳
し
さ
を
増
す
中

で
、
高
齢
化
は
ま
す
ま
す
進
み
、

扶
助
費
は
さ
ら
に
増
大
し
て
い
き

ま
す
。
そ
う
し
た
中
で
の
今
回
の

記
事
は
、
茂
原
市
の
み
な
ら
ず
多

く
の
自
治
体
に
お
い
て
、
今
ま
で

以
上
に
厳
し
く
事
業
検
証
を
し
て

い
か
な
け
れ
ば
い
け
な
い
時
期
に

来
て
い
る
の
だ
と
い
う
こ
と
を
あ

ら
た
め
て
思
わ
さ
れ
る
も
の
で
し

た
。

　

こ
れ
は
、
市
民
の
皆
さ
ん
一
人

ひ
と
り
に
考
え
て
い
た
だ
き
た
い

問
題
で
あ
り
、
理
解
し
て
い
た
だ

き
、
協
力
し
て
い
た
だ
か
な
く
て

は
な
ら
な
い
事
柄
で
あ
る
と
思
い

ま
す
。

市
長
が
行
く

将
来
を
見
据
え
た
財
政
改
革

茂
原
市
長　

田

中

豊

彦

No.110

令和元年度　6月補正予算
※１万円単位で端数処理しています。

一般会計補正予算額　5億946万円（補正後予算額305億6,086万円）
（歳入）	 	 （歳出）
○分担金及び負担金……………………………………… 188万円� ○総務費�…………………………………………………… 11万円
○国庫支出金……………………………………… 2億5,076万円� ○民生費�…………………………………………………4,544万円
○県支出金………………………………………………… 924万円� ○衛生費�…………………………………………………2,628万円
○繰越金………………………………………………… 2,950万円� ○農林水産業費�…………………………………………1,525万円
○諸収入………………………………………………… 1,188万円� ○商工費�…………………………………………………8,000万円
○市債………………………………………………… 2億620万円� ○教育費�…………………………………………… 3億4,238万円

主　な　内　容
・歳入	 	 ・歳出
【分担金及び負担金】用排水施設工事負担金�………… 188万円� 【総務費】文書管理事務運営費…………………………… 11万円
【国庫支出金】介護保険料軽減費負担金�…………… 1,848万円� 【民生費】介護保険事業特別会計繰出金………………3,697万円
　　　　　　 感染症予防事業費等国庫負担金�……… 939万円� 　　　　 ひとり親家庭福祉事業…………………………220万円
　　　　　　 母子家庭等対策費補助金�……………… 165万円� 　　　　 公立保育所維持管理費…………………………627万円
　　　　　　 プレミアム付商品券事業費補助金�… 8,000万円� 【衛生費】一般事務費(健康管理課)�……………………… 95万円
　　　　　　 学校施設環境改善交付金�……… 1億4,124万円� 　　　　 予防接種事業…………………………………2,533万円
【県支出金】介護保険料軽減費負担金�………………… 924万円� 【農林水産業費】用排水施設維持管理費………………1,525万円
【繰越金】前年度繰越金�……………………………… 2,950万円� 【商工費】プレミアム付商品券事業……………………8,000万円
【諸収入】土地改良施設維持管理適正化事業交付金�… 1,188万円� 【教育費】共同調理場建設事業…………………… 3億4,238万円
【市債】豊田保育所便所改修事業�……………………… 500万円
　　　 学校給食センター再整備等事業�………… 2億120万円

お問い合わせは、財政課（４階）　☎（20）１５１７、6（20）１６０３へ。
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令和２年度茂原市職員を募集
◆試験区分・採用予定人員および受験資格

試験区分 採用予定
人員 受　　験　　資　　格

一般事務職
上級 ６人程度 昭和59年４月２日以降に生まれた方で、学校教育法に基づく大学（短期大学を除く）を卒業

した方または令和２年３月までに卒業する見込みの方
初級 ２人程度 平成元年４月２日から平成14年４月１日までの間に生まれた方

（上級試験の受験資格を有するものを除く）

土木技術職
上級 若干名 昭和59年４月２日以降に生まれた方で、学校教育法に基づく大学（短期大学を除く）で「土木」

の専門課程を修了し卒業した方または令和２年３月までに修了し卒業する見込みの方
初級 若干名 平成元年４月２日から平成14年４月１日までの間に生まれた方で「土木」の専門課程を修了

した方または令和２年３月までに修了見込みの方（上級試験の受験資格を有するものを除く）

電気技術職
上級 若干名 昭和59年４月２日以降に生まれた方で、学校教育法に基づく大学（短期大学を除く）で「電気」

の専門課程を修了し卒業した方または令和２年３月までに修了し卒業する見込みの方
初級 若干名 平成元年４月２日から平成14年４月１日までの間に生まれた方で「電気」の専門課程を修了

した方または令和２年３月までに修了見込みの方（上級試験の受験資格を有するものを除く）

建築技術職
上級 若干名 昭和59年４月２日以降に生まれた方で、学校教育法に基づく大学（短期大学を除く）で「建築」

の専門課程を修了し卒業した方または令和２年３月までに修了し卒業する見込みの方
初級 若干名 平成元年４月２日から平成14年４月１日までの間に生まれた方で「建築」の専門課程を修了

した方または令和２年３月までに修了見込みの方（上級試験の受験資格を有するものを除く）
保育士・幼稚園教諭 ２人程度 昭和59年４月２日以降に生まれた方で、保育士および幼稚園教諭の資格を有する方または令

和２年３月末までに保育士および幼稚園教諭の資格取得見込みの方
保　健　師 ２人程度 昭和59年４月２日以降に生まれた方で、保健師の資格を有する方または令和２年３月末まで

に保健師の資格取得見込みの方
栄　養　士 若干名 昭和59年４月２日以降に生まれた方で、栄養士の資格を有する方または令和２年３月末まで

に栄養士の資格取得見込みの方

一般事務職
（障害者対象） ２人程度

昭和54年４月２日から平成13年４月１日までの間に生まれた方で、次に掲げる手帳等の交付
を受けている者
（１）�身体障害者手帳または都道府県知事の定める医師（以下「指定医」という。）もしくは

産業医による障害者の雇用の促進等に関する法律別表に掲げる身体障害を有する旨の診
断書・意見書（心臓、じん臓、呼吸器、ぼうこう若しくは直腸、小腸、ヒト免疫不全ウ
イルスによる免疫又は肝臓の機能の障害については、指定医によるものに限る。）

（２）�都道府県知事もしくは政令指定都市市長が交付する療育手帳または児童相談所、知的障
害者更生相談所、精神保健福祉センター、精神保健指定医もしくは障害者職業センター
による知的障害者であることの判定書

（３）精神障害者保健福祉手帳

◆試験日程・試験科目
試験区分 職　　種 試験科目 日　　程

第１次試験

一般事務職（障害者対象）
保育士・幼稚園教諭
保健師
栄養士

基礎能力検査
（基礎能力についての択一式試験）
ケーススタディ試験 ９月８日㊐

土木技術職（上級）
電気技術職（上級）
建築技術職（上級）

専門試験
（専門知識についての択一式試験）

一般事務職（初級）
一般事務職（上級）

基礎能力検査
（基礎能力についての択一式試験）
ケーススタディ試験 ９月22日㊐土木技術職（初級）

電気技術職（初級）
建築技術職（初級）

専門試験
（専門知識についての択一式試験）

第２次試験 全　職　種 個別面接試験・適性検査 10月17日㊍～ 19日㊏のいずれか１日
第３次試験 全　職　種 個別面接試験 11月９日㊏、10日㊐のいずれか１日
※第１次試験で実施する「ケーススタディ試験」は、第２次試験として評価します。
※各試験とも、試験会場は茂原市役所です。

◆申込方法
　所定の試験申込書に必要事項を記入し、茂原市役所職員課へ持参または郵送。
　申込書は、職員課と本納支所窓口で入手または市公式ウェブサイトの職員採用ページからもダウンロード可。
◆申込期間
　７月29日㊊～８月16日㊎（土日・休日を除く）８時30分～ 17時まで
　※郵送の場合は、８月16日㊎必着。〒297-8511　茂原市道表１　茂原市役所職員課
　詳しくは、「令和２年度茂原市職員募集要項」または市公式ウェブサイト中の
「令和２年度職員採用試験について」ページをご覧ください。

お問い合わせは、職員課（４階）　☎（20）１５１８、6（20）１６０２へ。
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令
和
２
年
３
月
31
日
ま
で
に
家

屋
を
新
築
さ
れ
た
方
で
、
次
の
要

件
を
す
べ
て
満
た
し
て
い
る
場
合

に
、
一
定
の
期
間
に
つ
い
て
固
定

資
産
税
を
軽
減
し
ま
す
。

◆
対
象
要
件

①�

専
用
住
宅
も
し
く
は
居
住
部
分

の
割
合
が
２
分
の
１
以
上
の
併

用
住
宅
で
あ
る
こ
と

②�

居
住
部
分
の
床
面
積
が
、
１
戸

に
つ
き
50
㎡
以
上
２
８
０
㎡
以

下
で
あ
る
こ
と
（
共
同
住
宅
の

場
合
は
、
１
戸
に
つ
き
40
㎡
以

上
２
８
０
㎡
以
下
）

③�

玄
関
、
台
所
、
ト
イ
レ
、
居
室

等
が
あ
り
、
居
宅
の
要
件
を
備

え
て
い
る
こ
と

◆
軽
減
率

　

新
築
家
屋
に
か
か
る
固
定
資
産

税
額
を
２
分
の
１
に
減
額

※�

た
だ
し
、
軽
減
の
対
象
は
居
住

部
分
に
つ
い
て
１
戸
あ
た
り
床

面
積
１
２
０
㎡
ま
で
と
な
り
ま

す
。

◆
軽
減
の
期
間

・
一
般
の
住
宅
＝
新
築
後
３
年
度
分

・�
３
階
建
以
上
の
中
高
層
耐
火
住

宅
等
＝
新
築
後
５
年
度
分

※�

長
期
優
良
住
宅
の
認
定
を
受
け

て
新
築
さ
れ
た
方
は
、
右
記
の

軽
減
期
間
が
さ
ら
に
２
年
度
延

長
さ
れ
ま
す
。
軽
減
を
受
け
る

場
合
は
、
固
定
資
産
税
減
額
申

告
書
お
よ
び
長
期
優
良
住
宅
認

定
通
知
書
の
写
し
を
提
出
し
て

く
だ
さ
い
。

◆
そ
の
他

　

一
定
の
要
件
を
備
え
た
改
修
工

事
（
住
宅
耐
震
改
修
に
伴
う
工
事
、

バ
リ
ア
フ
リ
ー
改
修
工
事
、
住
宅

の
省
エ
ネ
改
修
工
事
）
を
行
っ
た

場
合
に
も
固
定
資
産
税
の
軽
減
を

受
け
ら
れ
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

お
問
い
合
わ
せ
は
、

資
産
税
課
（
２
階
）

☎
⒇
１
５
７
９
、6
⒇
１
６
０
９
へ
。

新築家屋の
固定資産税を軽減します

受動喫煙対策が強化されます
　健康増進法が改正され、「望まない受動喫煙」を防止するための対策が強化されます。７月１日より
公共機関等では、原則敷地内禁煙となり、その他の施設についても段階的に対策が進んでいきます。

お問い合わせは、保健センター　　　☎（25）１７２５、6（25）１８６５、	
　　　　　　　　　健康管理課（２階）　☎（20）１５７４、6（20）１６００へ。

屋内禁煙 喫煙専用室設置（※）
加熱式たばこ専用の
喫煙室設置（※）

○ 敷地内禁煙
・学校、児童福祉施設
・病院 、診療所
・行政機関の庁舎 等

or

屋外で受動喫煙を防止するために必要な措置がとられた場所に、
喫煙場所を設置することができる。

○ 喫煙を行う場合は周囲の状況に配慮
（例） できるだけ周囲に人がいない場所で喫煙をするよう配慮。

子どもや患者等、特に配慮が必要な人が集まる場所や近くにいる場所等では喫煙をしないよう配慮。

屋外や家庭など
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・旅客運送事業船舶、鉄道

・国会、裁判所
等

＊個人の自宅やホテル等の客室など、人の居住

の用に供する場所は適用除外

○ 原則屋内禁煙 （喫煙を認める場合は喫煙専用室などの設置が必要）

○ 喫煙可能な場所である旨を掲示することにより、店内で喫煙可能
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